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� 　行政事件訴訟法における義務付け訴訟には，直接型義務付け訴訟（行
政事件訴訟法第３条第６項第１号）と申請型義務付け訴訟（行政事件訴訟法第３
条第６項第２号）がある。これらに関する次の記述のうち妥当なのはどれか。
１．申請型義務付け訴訟は，申請又は審査請求をした者以外の者も提起するこ
とができる。

２．直接型義務付け訴訟も申請型義務付け訴訟もともに，一定の処分又は裁決
がされないことにより重大な損害を生ずるおそれがあることが，訴訟要件
の一つである。

３．直接型義務付け訴訟も申請型義務付け訴訟もともに，義務付けの訴えに係
る処分又は裁決が裁量処分に当たる場合，一定の処分又は裁決の内容を特
定して義務付けを命ずることができないので，棄却判決がされる。

４．直接型義務付け訴訟において勝訴した原告が，義務付け判決を受けてされ
た行政庁の処分になお不服がある場合，当該義務付け判決に対して再審の
訴えを提起することができる。

５．義務付け訴訟には仮の救済手段として仮の義務付けが規定されており，義
務付けの訴えに係る処分又は裁決がされないことにより生ずる償うことの
できない損害を避けるため緊急の必要があることが，申立てが認められる
ための要件の一つである。

 


